
災害時における避難所等での 

訪問サービスの提供等に関する協定 

 

江戸川区（以下「甲」という。）と株式会社達富（以下「乙」という。）との間において、

次のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、江戸川区地域防災計画に基づき、江戸川区内で災害が発生し、又は発

生するおそれのある場合（以下「災害時」という。）において、甲が乙の協力を得て行う

避難所等での訪問サービスの提供、区内の在宅サービス利用者の安否の確認等を円滑に

実施するために必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 本協定において次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）災害 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災害

が発生した場合その他同号に規定する災害に準ずるものとして区長が認めた場合をいう。 

（２）避難所等 江戸川区地域防災計画に定める避難所や福祉避難所等をいう。 

（協力申請） 

第３条 甲は、災害時に必要が生じたときは、乙に対して次に掲げる事項について協力を

要請することができる。 

（１）避難所等で、居宅介護支援、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテ

ーションその他の居宅介護サービス（以下「訪問サービス」という。）の提供。 

（２）在宅サービスを利用する区内に住所を有する者の安否確認。 

（３）その他甲乙協議により必要と認める業務。 

２ 前項の要請は、原則として要請書（第１号様式）により行うものとする。ただし、こ

れによりがたいときは、甲が指定する連絡責任者が、乙に対して口頭、電話等により要

請し、速やかに書面を提出するものとする。 

（報告等） 

第４条 乙は、前条第１項に基づき協力したときは、報告書（第２号様式）を提出するも

のとする。 

（費用の負担） 

第５条 甲は、事業者が第３条に規定する訪問サービスに要した経費（介護保険法第１８

条に規定する保険給付の対象となるサービスを除く。）を負担するものとする。ただし、

経費の範囲及び額については、甲乙協議の上決定するものとする。 

２ 前項の経費以外の経費については、内閣府が定める災害救助事務取扱要領、災害時に

おける国等からの通知等を踏まえ、甲乙協議の上、決定する。 

３ 乙は、第１項の経費について前条の規定による報告とともに、甲の確認を受けた後に

請求書（第３号様式）により請求するものとする。 

４ 甲は、前項に基づき乙からの請求があった場合は、速やかに支払うものとする。 



（補償等） 

第６条 甲は、本協定に基づき訪問サービス等に従事した者が、それらの業務に起因して

死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、「災害に際し

応急措置の業務に従事した者の損害補償に関する条例」（昭和４１年６月７日条例第１０

号）の規定に基づき、補償するものとする。 

２ 甲又は乙が、本協定に基づく避難所等での訪問サービス等の実施に当たって、各々の

責めに帰すべき事由により甲又は乙若しくは第三者に損害を与えたときは、その賠償の

責任を負うものとする。 

（連絡体制等） 

第７条 甲及び乙は、連絡体制及び連絡手段等を毎年度当初に相互に通知するものとする。 

（情報の交換） 

第８条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況及び協力要請事項に関し、必要に応じて情報

の交換を行う。 

（守秘義務） 

第９条 乙は、第３条に規定する協力申請により知り得た個人情報を、甲以外の者に漏ら

してはならない。この協定の満了後についても、また同様とする。 

（有効期間） 

第１０条 本協定の有効期間は、令和４年９月２８日から１年間とする。ただし、甲乙い

ずれからも協定の解除又は変更の申出がない場合、本協定は更に１年間延長されるもの

とし、以後も同様とする。 

（協定細目） 

第１１条 本協定を実施するため必要な細目は別に定めることができるものとする。 

（協議） 

第１２条 本協定に定めのない事項又は条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲乙協議の上、

決定する。 

 

 本協定書は、２通作成し甲乙それぞれ記名押印の上、各１通を保有する。 

 

令和４年９月２８日 

 

甲  東京都江戸川区中央一丁目４番１号 

 

江戸川区長   斉 藤   猛 

 

乙  東京都江戸川区北小岩六丁目４２番４号 

株式会社達富 

代表取締役  石 川 はるみ 


